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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第32期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第31期

会計期間

自平成20年
５月21日
至平成20年
８月20日

自平成19年
５月21日
至平成20年
５月20日

売上高（千円） 12,613,220 53,127,674

経常利益（千円） 1,000,186 4,870,116

四半期（当期）純利益（千円） 566,101 2,711,156

純資産額（千円） 27,323,756 27,108,529

総資産額（千円） 35,051,260 35,676,492

１株当たり純資産額（円） 2,454.31 2,429.24

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
50.85 241.30

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ －

自己資本比率（％） 77.9 75.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△92,601 4,807,422

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△231,917 △781,130

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△390,683 △1,007,128

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
10,523,052 11,238,254

従業員数（人） 728 744

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　      ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

　

　

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1)連結会社の状況　 平成20年８月20日現在

　　従業員数（人）  728(11)　

　（注）　従業員数は、就業人員であり、パート及び嘱託は（　）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数を

で記載しております。

　

(2)提出会社の状況 平成20年８月20日現在

　　従業員数（人）  92(－)　

　（注）　従業員数は、就業人員であり、パート及び嘱託は（　）内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載

しております。
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第２【事業の状況】

１【仕入、受注及び販売の状況】

(1）仕入実績

　当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ）の事業の種類は「電気工事材料の販売」のみであるためセグメ

ント別の記載を省略しております。

当社グループの取扱い商品分類別仕入高の状況

取扱品目別
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年５月21日
至　平成20年８月20日）

照明器具（千円） 1,869,430

電線配管材類（千円） 2,088,610

配・分電盤類（千円） 738,966

空調機器（千円） 2,365,302

換気扇（千円） 354,770

建材類（千円） 895,060

通信・情報機器類（千円） 708,317

その他（千円） 1,032,483

合計（千円） 10,052,942

（注１）本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

（注２）当社グループの主要な仕入先には松下電工株式会社（平成20年10月1日より、パナソニック電工株式会社へ商号

変更）があります。当社グループ仕入金額に占める同社の当第１四半期連結会計期間の取引割合は下記のとおり

であります。その他の仕入先については当社グループ仕入金額の100分の10を超える取引比率のある仕入先はあ

りません。

仕入先名

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年５月21日
至　平成20年８月20日）

金額（千円） 比率（％）

松下電工株式会社 2,808,661 27.9

　（本表の金額には、消費税等は含まれておりません。）

(2）受注状況

　該当事項はありません。
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(3）販売実績

　当社グループの事業の種類は「電気工事材料の販売」のみであるためセグメント別の記載を省略しております。

当社グループの取扱商品分類別売上高の状況

取扱品目別
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年５月21日
至　平成20年８月20日）

照明器具（千円） 2,383,211

電線配管材類（千円） 2,648,779

配・分電盤類（千円） 973,157

空調機器（千円） 2,852,224

換気扇（千円） 473,773

建材類（千円） 1,090,995

通信・情報機器類（千円） 927,360

その他（千円） 1,263,719

合計（千円） 12,613,220

（注１）本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

（注２）当社グループの個別の販売先について、売上高の100分の10を超える取引先はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

（1）経営成績

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、原油をはじめとする素材価格の高騰が続き、景気の減速

感が 急速に広まってまいりました。また、当社グループに関連する住宅関連業界につきましても、改正建築

基準法の影響による着工遅延の解消も進展が見られず、企業業績の悪化や個人消費の低下などと相まって、

厳しい環境下での推移となりました。　

　このような状況下で、当社グループは、新規開拓、小口多数販売、付加価値サービスの提供といった基本戦略

を徹底するとともに、債権管理を更に強化してまいりましたが、エアコン類やオール電化関連商品などの販

売が増加する一方で、引続き他業界の参入などによる影響を受けた結果、売上高は126億1千3百万円となりま
した。

　損益面につきましては、前連結会計年度の第４四半期連結会計期間に低下した粗利益率の改善に注力いた

しましたが、内部統制システムの構築、運用に関連した経費の増加などにより、営業利益は8億2千7百万円、経
常利益は10億円、四半期純利益は5億6千6百万円となりました。

（2）資産・負債の状況

（流動資産）　

　当第１四半期連結会計期間における流動資産の残高は、213億7千3百万円となり、前連結会計年度末に比べ7
億7千6百万円減少しました。これは主に現金・預金の7億1千4百万円減少によるものであります。

（固定資産）

　当第１四半期連結会計期間における固定資産の残高は、136億7千7百万円となり、前連結会計年度末に比べ1
億5千1百万円増加しました。これは主に営業所建物の建築などによる有形固定資産の1億9千8百万円増加に
よるものであります。

（流動負債） 

　当第１四半期連結会計期間における流動負債の残高は、63億7千5百万円となり、前連結会計年度末に比べ8
億3千9百万円減少しました。これは主に買掛金の3億1百万円増加、未払法人税等の9億6千1百万円減少、賞与
引当金の1億2千2百万円減少によるものであります。

 （固定負債）

　当第１四半期連結会計期間における固定負債の残高は、13億5千1百万円となり、前連結会計年度末に比べ著
しい変動はありません。

 （純資産）

　当第１四半期連結会計期間における純資産の残高は、273億2千3百万円となり、前連結会計年度末に比べ2億
1千5百万円増加しました。これは主に四半期純利益等の計上に伴う利益剰余金の2億8千7百万円増加による
ものであります。

以上により、当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ6億2千5百万円減少し
て、350億5千1百万円となっております。

 （3）キャッシュフローの状況

　　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物の残高は、105億2千3百万円となり、前連結会計
　年度末と比較して7億1千5百万円の減少となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）
　　営業活動の結果使用した資金は、9千2百万円となりました。
　これは主に、税金等調整前四半期純利益10億4千１百万円、減価償却費8千万円、売上債権の減少額1億7　
　千4百万円、仕入債務の増加額3億１百万円等の増加の一方、賞与引当金の減少額1億2千2百万円、棚卸資産
　の増加額1億5千1百万円、法人税等の支払額14億1百万円等の減少によるものであります。
（投資活動によるキャッシュ・フロー）
　　投資活動の結果使用した資金は、2億3千1百万円となりました。
　これは主に、固定資産の売却による収入5千2百万円等の増加の一方、固定資産の購入による支出2億8千4
　百万円等の減少によるものであります。
（財務活動によるキャッシュ・フロー）
　　財務活動の結果使用した資金は、3億9千万円となりました。
　これは主に、短期借入金の返済による支出5千７百万円、自己株式の取得による支出4千4百万円、配当金　　
　の支払い2億7千8百万円等の減少によるものであります。　

 （4）事業上及び財務上の対処すべき課題
　  当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 （５）研究開発活動

　　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な

　変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年８月20日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年10月３日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,405,400 11,405,400 ジャスダック証券取引所 －

計 11,405,400 11,405,400 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年５月21日～

平成20年８月20日
　－　 11,405,400 －　 865,000　 －　 1,514,376　

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 　

EDINET提出書類

トシン・グループ株式会社(E02956)

四半期報告書

 8/20



（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成20年５月20日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

　 平成20年５月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 256,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,148,600 111,486 －

単元未満株式 普通株式 400 － －

発行済株式総数 11,405,400 － －

総株主の議決権 － 111,486 －

　（注）完全議決権株式（その他）の欄には証券保管振替機構名義の株式が400株含まれております。また、議決権の数　　　

　

　　　　の欄には、同機構名義の完全議決権株式にかかる議決権の数4個が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年５月20日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

トシン・グループ㈱ 新宿区新宿1丁目3-7 256,400 － 256,400 2.24

計 ― 256,400 －　 256,400 2.24

　（注）当第１四半期会計期間末現在の自己名義所有株式数は282,100株、その発行済株式総数に対する所有割合は　

　　　　2.47％であります。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年６月 ７月 ８月

最高（円） 1,930 1,816 1,755

最低（円） 1,640 1,655 1,649

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年５月21日から平

成20年８月20日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年８月20日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年５月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,527,137 11,241,694

受取手形及び売掛金 9,239,230 9,415,471

商品 1,198,244 1,046,824

繰延税金資産 244,564 242,204

その他 202,615 241,633

貸倒引当金 △38,527 △37,809

流動資産合計 21,373,265 22,150,019

固定資産

有形固定資産

土地 7,570,406 7,569,478

その他（純額） ※1
 2,426,919

※1
 2,229,707

有形固定資産合計 9,997,326 9,799,186

無形固定資産 564,911 570,843

投資その他の資産 3,115,756 3,156,442

固定資産合計 13,677,995 13,526,473

資産合計 35,051,260 35,676,492

負債の部

流動負債

買掛金 3,674,902 3,373,417

短期借入金 1,364,617 1,421,902

1年内返済予定の長期借入金 44,352 46,348

未払法人税等 486,019 1,447,473

賞与引当金 141,623 264,180

その他 664,315 662,060

流動負債合計 6,375,830 7,215,382

固定負債

長期借入金 126,517 134,564

退職給付引当金 666,928 665,000

役員退職慰労引当金 504,849 499,249

その他 53,379 53,767

固定負債合計 1,351,673 1,352,580

負債合計 7,727,503 8,567,962
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年８月20日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年５月20日)

純資産の部

株主資本

資本金 865,000 865,000

資本剰余金 1,514,657 1,514,657

利益剰余金 25,615,910 25,328,534

自己株式 △765,560 △721,023

株主資本合計 27,230,007 26,987,168

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 70,032 96,471

評価・換算差額等合計 70,032 96,471

少数株主持分 23,716 24,889

純資産合計 27,323,756 27,108,529

負債純資産合計 35,051,260 35,676,492
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年５月21日
　至　平成20年８月20日)

売上高 12,613,220

売上原価 9,901,522

売上総利益 2,711,698

販売費及び一般管理費 ※
 1,884,421

営業利益 827,276

営業外収益

受取利息 11,303

受取配当金 9,933

受取会費 134,371

その他 21,282

営業外収益合計 176,890

営業外費用

支払利息 3,734

その他 246

営業外費用合計 3,980

経常利益 1,000,186

特別利益

有形固定資産売却益 44,428

特別利益合計 44,428

特別損失

有形固定資産売却損 2,436

有形固定資産除却損 691

特別損失合計 3,127

税金等調整前四半期純利益 1,041,487

法人税等 476,559

少数株主損失（△） △1,173

四半期純利益 566,101
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年５月21日
　至　平成20年８月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,041,487

減価償却費 80,643

のれん償却額 3,359

貸倒引当金の増減額（△は減少） 9,573

賞与引当金の増減額（△は減少） △122,556

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,927

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,600

受取利息及び受取配当金 △21,236

支払利息 3,734

有形固定資産売却損益（△は益） △41,992

売上債権の増減額（△は増加） 174,908

たな卸資産の増減額（△は増加） △151,419

仕入債務の増減額（△は減少） 301,484

その他 6,363

小計 1,291,879

利息及び配当金の受取額 21,236

利息の支払額 △3,734

法人税等の支払額 △1,401,982

営業活動によるキャッシュ・フロー △92,601

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △284,799

固定資産の売却による収入 52,938

無形固定資産の取得による支出 △4,100

貸付金の回収による収入 2,239

その他 1,803

投資活動によるキャッシュ・フロー △231,917

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △57,284

長期借入れによる収入 2,000

長期借入金の返済による支出 △12,043

自己株式の取得による支出 △44,537

配当金の支払額 △278,818

財務活動によるキャッシュ・フロー △390,683

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △715,202

現金及び現金同等物の期首残高 11,238,254

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 10,523,052
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年５月21日
至　平成20年８月20日）

１．会計処理基準に関する事

項の変更

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法の

変更

たな卸資産　

　通常の販売目的で保有するたな卸資産に

ついては、従来、移動平均法による原価法に

よっておりましたが、当第１四半期連結会

計期間より「棚卸資産の評価に関する会計

基準」（企業会計基準第９号　平成18年７

月５日）が適用されたことに伴い、移動平

均法による原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）により算定しております。

　この変更による損益に与える影響はあり

ません。　

【簡便な会計処理】

　　　　当該事項はありません。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年５月21日
至　平成20年８月20日）

１．税金費用の計算 　税金費用については、当第１四半期連結会

計期間を含む連結会計年度の税金等調整前

当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税金等調整前四

半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計

算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含め

て表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年８月20日）

前連結会計年度末
（平成20年５月20日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、2,405,811千円であ

ります。

　

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、2,495,658千円であ

ります。

　

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年５月21日
至　平成20年８月20日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

　のとおりであります。

　

　役員報酬 139,358千円

　給与・手当 753,861千円

　賞与引当金繰入額 140,294千円　

　福利厚生費 107,996千円

　退職給付費用 49,357千円　

　役員退職慰労引当金繰入額 5,600千円

　貸倒引当金繰入額 9,573千円　

　地代・家賃 132,031千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年５月21日
至　平成20年８月20日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

　対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年８月20日現在）

　 （千円）

　現金及び預金勘定　 10,527,137

　預入期間が３ヶ月を越える定期預金　 △4,085

　現金及び現金同等物 10,523,052
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年８月20日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年５月21日　至　

平成20年８月20日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　11,405,400株　

　

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　 282,100株

　

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

　配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年８月８日

定時株主総会
普通株式 278,725 25.0 平成20年５月20日 平成20年８月11日 　利益剰余金

　

　

　

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　当第１四半期連結累計期間（自　平成20年５月21日　至　平成20年８月20日）において、当連結グループの事業の

種類は「電気工事材料の販売」のみであるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

　当第１四半期連結累計期間（自　平成20年５月21日　至　平成20年８月20日）において、本邦以外の国又は地域に

存在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

【海外売上高】

　当第１四半期連結累計期間（自　平成20年５月21日　至　平成20年８月20日）において、海外売上高がないため記

載を省略しております。

（有価証券関係）

　　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、事業の運営において重要なものでなく、かつ、前連　

　結会計年度末と比較して著しい変動はありません。

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年５月21日　至　平成20年８月20日）

当社グループはデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年５月21日　至　平成20年８月20日）

当社グループはストックオプション等を付与しておりませんので、該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年８月20日）

前連結会計年度末
（平成20年５月20日）

１株当たり純資産額 2,454.31円 １株当たり純資産額 2,429.24円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年５月21日
至　平成20年８月20日）

１株当たり四半期純利益金額 50.85円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年５月21日
至　平成20年８月20日）

 １株当たり四半期純利益金額  

四半期純利益（千円） 566,101

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 566,101

期中平均株式数（千株） 11,133

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

（リース取引関係）

　該当事項はありません。　

２【その他】

該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年10月３日

トシン・グループ株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 舛川　博昭　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 栗栖　孝彰　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトシン・グループ株

式会社の平成20年５月21日から平成21年５月20日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年５月21日から

平成20年８月20日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トシン・グループ株式会社及び連結子会社の平成20年８月20日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体には含まれていません。
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